
旭川市福祉保険部指導監査課

令和６年度障害福祉サービス等制度改定の概要



横断的改定事項

（１）経営実態等を踏まえた基本報酬の見直し
（２）福祉・介護職員等の処遇改善
（３）地域生活支援拠点等の機能の充実
（４）強度行動障害を有する障害者への支援体制の充実
（５）視覚・聴覚言語障害者支援体制加算の充実
（６）意思決定支援の推進
（７）本人の意向を踏まえたサービス提供
（８）障害者虐待防止の推進
（９）身体拘束等の適正化の推進
（10）個別支援計画の共有
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横断的改定事項

（11）高次脳機能障害を有する者に対する報酬上の評価
（12）人員基準における両立支援への配慮等
（13）障害福祉現場の業務効率化等を図るためのＩＣＴの活用等
（14）業務継続に向けた感染症や災害への対応力の取り組みの強化
（15）障害者支援施設等における医療機関との連携強化・感染症対応
   力の向上
（16）情報公表未報告の事業所への対応
（17）地域区分の見直し
（18）補足給付の基準費用額の見直し
（19）食事提供体制加算の経過措置の取扱い
（20）施設入所者の送迎加算の取扱い

3



福祉・介護職員等の処遇改善
概要
○障害福祉現場で働く方々にとって，令和６年度に２．５％，令和７年度に２．０％のベースアップへと確実に
つながるよう加算率の引き上げを行う。
○福祉・介護職員等の確保に向けて，福祉・介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事業所に活
用されるよう推進する観点から，福祉・介護職員処遇改善加算，福祉・介護職員等特定処遇改善加算，福祉・
介護職員等ベースアップ等支援加算について，現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた４段階の
「福祉・介護職員等処遇改善加算」に一本化を行う。
○就労定着支援の就労定着支援員，自立生活援助の地域生活支援員，就労選択支援の就労選択支援員を，処遇
改善加算の対象に加える。
算定要件等
○新加算（Ⅰ～Ⅳ）は，加算・賃金改善額の職種間
配分ルールを統一。（福祉・介護職員への配分を基
本とし，特に経験・技能のある職員に重点的に配分
することとするが，事業所内で柔軟な配分を認め
る。）
○新加算のいずれの区分を取得している事業所にお
いても，新加算Ⅳの加算額の１／２以上を月額賃金
の改善に充てることを要件とする。

↓
令和６年６月１日から適用
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Ⅰ 新加算（Ⅱ）に加え，以下の要件を満たすこと。
・経験技能のある福祉・介護職員を事業所内で一定割合以上配置
していること

Ⅱ 新加算（Ⅲ）に加え，以下の要件を満たすこと。
・改善後の賃金年額440万円以上が1人以上
・職場環境のさらなる改善，見える化

Ⅲ 新加算（Ⅳ）に加え，以下の要件を満たすこと。
・資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組みの整備

Ⅳ 新加算（Ⅳ）の１／２以上を月額賃金で配分
職場環境の改善（職場環境等要件）
賃金体系等の整備及び研修の実施等
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処遇改善加算の新制度については，厚生労働省ＨＰ
に制度説明資料や事業者向けリーフレットが掲載さ
れているので参考にしてください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/buny
a/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/minaoshi/in
dex_00007.html

厚生労働省ＨＰホーム > 政策について > 分野別の
政策一覧 > 福祉・介護 > 障害者福祉 > 福祉・介護
職員の処遇改善

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/minaoshi/index_00007.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/minaoshi/index_00007.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/minaoshi/index_00007.html


「事業者は，利用者が自立した日常生活又
は社会生活を営むことができるよう，利用
者の意思決定の支援に配慮するよう努めな
ければならない」旨が明記。
→本人の意向を十分に確認することが重要。

意思決定支援の推進



障害者虐待防止の推進

 施設・事業所における障害者虐待防止の取組を徹底するため，障害者虐
待防止措置を未実施の障害福祉サービス事業所等について，虐待防止措
置未実施減算（所定単位数の１％を減算）を創設。

虐待防止措置（令和４年度から義務化）
①虐待防止委員会を定期的に開催するとともに，その結果について従業者に周
知徹底を図ること
②従業者に対し，虐待の防止のための研修を定期的に実施すること
③上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと

所定単位数１％を減算

これらの措置が未実施の場合…
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個別支援計画の共有

指定基準において，各サービスの個別支援計画について指定特定（障害
児）相談支援事業所にも交付しなければならないこととする。
→各サービス事業所から情報提供すること。

相談支援事業所へ提
供
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情報公表未報告の事業所への対応

 利用者への情報公表，災害発生時の迅速な情報共有，財務状況の見える化の推
進を図る観点から，障害福祉サービス等情報公表システム上，未報告となってい
る事業所に対する「情報公表未報告減算」を創設する。
 また，都道府県知事等は，指定障害福祉サービス事業者等の指定の更新に係る
申請があったときは，当該申請に係る事業者から情報公表に係る報告がされてい
ることを確認するものとする。

https://www.wam.go.jp/sfkohyoout/COP000100E0000.do

からログインして，毎年５月～７月末日の間に情報公表をすること。
ログインＩＤ等がわからない場合は，指導監査課まで問い合わせること。
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訪問系サービス
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訪問系サービス
○特定事業所加算の要件見直し（居宅・同行・行動）
○居宅介護職員初任者研修課程修了者をサービス提供責任者とす
る暫定措置の廃止（居宅）
○通院等介助等の対象要件見直し（居宅）
○入院中の重度訪問介護利用の対象拡大（重訪）
○入院中の重度訪問介護利用における入院前の医療と障害福祉の
連携した支援への評価（重訪）
○熟練従業者による同行支援の見直し（重訪）
○短時間の支援の評価（行動）
○行動援護のサービス提供責任者等の要件に係る経過措置の延長
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○特定事業所加算の要件見直し（居宅・同行・行動）

★居宅介護
・専門的な支援技術を必要とする重度障害児への支援が評価できるように，加算要件の「重度
障害者への対応」，「中重度障害者への対応」の中に，「重度障害児（重症心身障害児，医療
的ケア児）への対応」を追加する。
★同行援護
・専門的な支援技術を有する人材を配置した事業所を評価できるように，加算要件の「良質な
人材の確保」の要件の選択肢として，「盲ろう者向け通訳・介助員であり，同行援護従業者の
要件を満たしている者」の配置割合を追加する。
★行動援護
・加算要件の「サービス提供体制の整備」に，強度行動障害を有する者に対しての医療・教育
等の関係機関との連携に関する要件を追加する。
・加算要件の「良質な人材の確保」の要件の選択肢として，「中核的人材養成研修を修了した
サービス提供責任者の人数」を追加する。
・加算要件の「重度障害者への対応」の選択肢として，特に専門的な支援技術を必要とする
「行動関連項目１８点以上の者」を追加する。
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• 通院等介助等の対象要件見直し
 目的地が複数あって居宅が始点又は終点となる場合には，指定障害福祉サービ
ス（生活介護，短期入所，自立訓練（機能訓練），自立訓練（生活訓練），就労
移行支援，就労継続支援Ａ型，就労継続支援Ｂ型），指定通所支援（児童発達支
援，放課後等デイサービス），地域活動支援センター，地域生活支援事業の生活訓
練等及び日中一時支援から目的地（病院等）への移動等に係る通院等介助及び通
院等乗降介助に関しても，同一の指定居宅介護事業所が行うことを条件に，算定す
ることができる。

訪問系サービス
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日中活動系サービス・就労系サービス
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○生活介護
・サービス提供時間ごとの基本報酬の設定
・利用定員規模ごとの基本報酬の設定
・延長支援加算の見直し
・常勤看護職員等配置加算の拡充
・人員配置体制加算の拡充
・入浴支援加算の創設
・喀痰吸引等実施加算の創設
・リハビリテーション職の配置基準
・リハビリテーション加算におけるリハビリテーション実施計画の作成期間の見直し
・栄養状態のスクリーニング及び栄養改善の取り組みの充実
・福祉専門職員配置等加算の算定方法の見直し

●横断的事項
・強度行動障害を有する障害者の受入体制の強化
・食事提供体制加算の経過措置の取扱い

日中活動系サービス・就労系サービス
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○就労移行支援
・就労移行支援事業所の利用定員規模の見直し
・支援計画会議実施加算の見直し

○就労継続支援Ａ型
・スコア方式による評価項目の見直し

○就労継続支援Ｂ型
・平均工賃の水準に応じた報酬体系の見直し
・平均工賃月額の算定方法の見直し

○就労定着支援
・就労定着率のみを用いた報酬設定
・定着支援連携促進加算の見直し
・支援終了の際の事業所の対応
・実施主体の追加
・就労移行支援事業所等との一体的な実施

【就労系サービスの横断的な改定事項】
・就労系障害福祉サービスを一時的に利用する際
の評価（就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型）
・休職期間中に就労系障害福祉サービス等を利用
する際の対応（就労移行支援・就労継続支援Ａ
型・就労継続支援Ｂ型・生活介護・自立訓練）
・就労系障害福祉サービスにおける施設外就労に
関する実績報告書の提出義務廃止等の見直し（就
労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ
型）
・基礎的研修開始に伴う対応（就労移行支援及び
就労定着支援）
・施設外支援に関する事務処理の簡素化（就労移
行支援及び就労継続支援Ａ型，就労継続支援Ｂ
型）

日中活動系サービス・就労系サービス
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サービス提供時間ごとの基本報酬の設定（生活介護）
基本報酬は営業時間で設定されているが、利用者ごとのサービス提供の実態に応
じた報酬体系とするため、基本報酬の設定については、障害支援区分ごと及び利
用定員規模に加え、サービス提供時間別に細やかに設定する。なお、サービス提
供時間については、医療的ケアが必要な者や盲ろう者など、障害特性等により利
用時間が短時間にならざるを得ない者等の配慮として、個別支援計画に定めた標
準的な支援時間で算定することを基本とすることなど一定の配慮を設ける。

日中活動系サービス・就労系サービス
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福祉専門職員配置等加算の算定方法の見直し（生活介護）
生活介護については，常勤職員が多く配置されていることや，常勤職員の勤続年
数が長いことを適切に評価するため，福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）
と福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）との併給を可能とする。

人員配置体制加算の拡充（生活介護）
医療的ケアが必要な者など，重度の障害者に対する複数職員による手厚い体制を評価する。
・人員配置体制加算（Ⅰ）→従業者を常勤換算方法で「１．５：１」以上配置  ←新規
・人員配置体制加算（Ⅱ）→従業者を常勤換算方法で「１．７：１」以上配置
・人員配置体制加算（Ⅲ）→従業者を常勤換算方法で「２：１」以上配置
・人員配置体制加算（Ⅳ）→従業者を常勤換算方法で「２．５：１」以上配置

延長支援加算の見直し（生活介護）
延長支援加算については，生活介護の基本報酬をサービス提供時間で８時間以上
９時間未満まで設定することから，９時間以上の支援を評価する（施設入所者に
ついては，延長支援加算は算定できない）。

日中活動系サービス・就労系サービス
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就労移行支援事業所の利用定員規模の見直し（就労移行支援）
運営基準及び社会福祉法施行規則における利用定員規模を見直し，定員１０名以
上からでも実施可能とする。
支援計画会議実施加算の見直し（就労移行支援）
地域の就労支援機関等と連携して行う支援計画会議の実施を促進する観点から，
会議前後にサービス管理責任者と情報を共有することを条件に，サービス管理責
任者以外の者が出席する場合でも加算の対象とする。また，地域の就労支援機関
等と連携することにより，地域のノウハウを活用し支援効果を高めていく取組で
ある加算であることから，加算の名称を地域連携会議実施加算に変更する。

日中活動系サービス・就労系サービス
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スコア方式による評価項目の見直し（就労継続支援Ａ型）
・事業者の経営改善への取組が一層評価されるよう，「生産活動」のスコア項
目の点数配分を高くするなど，各評価項目の得点配分の見直しを行う。
・労働時間の評価について，平均労働時間が長い事業所の点数を高く設定する。
・生産活動の評価について，生産活動収支が賃金総額を上回った場合には加点，
下回った場合には減点する。
・利用者の知識及び能力の向上のための支援の取組を行った場合について新た
な評価項目を設ける
・経営改善計画書未提出の事業所及び数年連続で経営改善計画書を提出してお
り，運営基準を満たすことができていない事業所への対応として，自治体によ
る指導を行うとともに，経営改善計画に基づく取組を行っていない場合につい
て新たにスコア方式に減点項目を設ける。

日中活動系サービス・就労系サービス
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平均工賃の水準に応じた報酬体系の見直し（就労継続支援Ｂ型）
・工賃のさらなる向上のため，平均工賃月額に応じた報酬体系について，平均工賃月額が高い区
分の基本報酬の単価を引き上げ，低い区分の基本報酬の単価を引き下げる。
・利用者の就労や生産活動等への参加等をもって一律に評価する報酬体系について，収支差率を
踏まえた基本報酬の設定。
・多様な利用者への対応を行う事業所について，さらなる手厚い人員配置ができるよう，新たに
人員配置「６：１」の報酬体系を創設。（目標工賃達成指導員配置加算も６：１以上が要件）

短時間利用減算【新設】
算定利用時間が４時間未満の利用者が全体の５割以上である
場合には，基本報酬を減算する。ただし，個別支援計画で一
般就労等に向けた利用時間延長のための支援が位置づけられ，
実際に支援を実施した場合，又は短時間利用となるやむを得
ない理由がある場合は利用者数の割合の算定から除外する。

目標工賃達成加算【新設】
目標工賃達成指導員配置加算の対象となる指定就労継続支援
Ｂ型事業所等が各都道府県において作成される工賃向上計画
に基づき，自らも工賃向上計画を作成するとともに，当該計
画に掲げた工賃目標を達成した場合に加算する。

日中活動系サービス・就労系サービス
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日中活動系サービス・就労系サービス

目標工賃達成指導員配置加算
の要件

●職業指導員または生活指導
員を６：１以上配置
●目標工賃達成指導員を常勤
換算方法で１人以上配置
●目標工賃達成指導員，職業
指導員及び生活支援員を５：
１以上配置

＋
工賃向上計画の作成，工賃目
標の達成に向けた取組



平均工賃月額の算定方法の見直し（就労継続支援Ｂ型）
障害特性等により，利用日数が少ない方を多く受け入れる場合があるこ
とを踏まえ，平均利用者数を用いた新しい算定式を導入する。
［見直し後］
ア 前年度における工賃支払総額を算出
イ 前年度における開所日１日当たりの平均利用者数を算出
  前年度の延べ利用者数÷前年度の年間開所日数
ウ 前年度における工賃支払総額（ア）÷前年度における開所日１日当たりの平均利用者数（イ）
 ÷１２により，１人当たり平均工賃月額を算出

日中活動系サービス・就労系サービス
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就労定着率のみを用いた報酬設定（就労定着支援）
基本報酬について，利用者数と就労定着率に応じた報酬体系ではなく，就労定着
率のみに応じた報酬体系とする。

就労移行支援事業所等との一体的な実施（就労定着支援）
就労移行支援事業所等との一体的な運営を促進する観点から，通知を改正し，本
体施設のサービス提供に支障がない場合，就労移行支援事業所の職業指導員等の
直接処遇職員が就労定着支援に従事した勤務時間を，就労定着支援員の常勤換算
上の勤務時間に含める。

［見直し後］
一体的に運営する就労移行支援事業所等の就労支援員等が就労定着支援員を兼務する場合につ
いて，就労定着支援員が業務に従事した時間を，就労定着支援員に係る常勤換算上の勤務時間
に算入することができる。

日中活動系サービス・就労系サービス

27



食事提供体制加算の経過措置の取扱い（生活介護，短期入所，自立訓練（機能訓練・生活訓練），就労
選択支援，就労移行支援，就労継続支援Ａ型，就労継続支援Ｂ型）

通所系サービスにおける食事提供加算について栄養面を評価しつつ経過措置を延長

【現行】
収入が一定額以下（生活保護受給世帯，市町村民税非課税世帯，所得割１６万円未満）の利用者に対
して，事業所が原則として当該施設内の調理室を使用して，食事の提供を行った場合に所定単位数を加
算する。

【見直し後】
収入が一定額以下（生活保護受給世帯，市町村民税非課税世帯，所得割１６万円未満）の利用者に対
して，事業所が原則として当該施設内の調理室を使用して，次の①から③までのいずれにも適合する食
事の提供を行った場合に所定単位数を加算する。
① 管理栄養士または栄養士が献立作成に関わること（外部委託可）又は，栄養ケア・ステーション
若しくは保健所等の管理栄養士または栄養士が栄養面について確認した献立であること。
② 利用者ごとの摂食量を記録していること
③ 利用者ごとの体重やBMIを概ね６月に１回記録していること

日中活動系サービス・就労系サービス
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○基本報酬の定員区分の見直し
○地域移行を推進するための取組の推進
○地域移行の実績の評価
○夜間看護体制加算の拡充
○通院支援に対する評価の創設
○見守り機器導入による夜勤職員配置体制加算の要件の緩和

30



地域移行を推進するための取組の推進
すべての施設入所者に対して，地域生活への移行に関する意向や施設外の日中活
動系サービスの利用の意向について確認し，本人の希望に応じたサービス利用に
なるようにしなければならないことを規定。

また，
①地域移行及び施設外の日中サービスの意向確認を行う担当者を選任すること。
②意向確認の記録や意向を踏まえた個別支援計画を作成することなど，意向確認
のマニュアルを作成していること
①，②について，令和６年度から努力義務化，令和８年度からは義務化するとと
もに，未対応の場合は減算の対象とする。

地域移行に向けた動機付け支援として，グループホーム等の見学や食事利用，地
域活動への参加等を行った場合を評価するための加算を創設する。 31



・支援の質の確保
運営基準において，各事業所に地域連携推進会議を設置して，地域の関係者を含
む外部の目（又は第三者による評価）を定期的に入れる取組を義務づける。
※令和６年度までは経過措置として，事業者の努力義務とする。

32
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○共同生活援助
・グループホームから希望する一人暮らし等に向けた支援の充実（介護
サービス包括型，外部サービス利用型）
・支援の実態に応じた報酬の見直し
・支援の質の確保
・個人単位の居宅介護等の利用の特例的取扱い（介護サービス包括型，
日中サービス支援型）

34



○自立生活援助
・対象者の明確化
・集中的に支援が必要な対象者に支援を行った場合の評価
・人員配置基準の弾力化
・実施主体の拡充

35



・グループホームから希望する一人暮らし等に向けた支援の充実（介護サービス包括型，外部
サービス利用型）
グループホーム入居中に一人暮らし等を希望するに至った利用者を含め，一人暮らし等に向けた
希望を持つ利用者を支援するため，現行の自立生活支援加算を拡充し，入居中における一人暮ら
し等に向けた支援や，居住支援法人との連携等を評価する。

36



・支援の実態に応じた報酬の見直し
世話人の配置基準に応じた基本報酬区分を改め，サービス提供時間の実態に応じ
て加算する報酬体系へと見直す。

37



特定従業者数換算方法
→週40時間換算で換算する

例）常勤職員の勤務時間が週38時間45分で，区分３の利用者4人，区分２の利用者10人の事業
所が人員配置体制加算Ⅰを算定する場合
①基準上（６：１）で必要な配置
世話人…38.75×（14人÷6）≒89時間8分・・・ａ
生活支援員…38.75×（4÷9）≒15時間30分・・・ｂ
ａ＋ｂ＝104時間38分
②40時間で換算
世話人…40時間×（14人÷6）≒92時間・・・ａ’
生活支援員…40時間×（4÷9）≒17時間46分・・・ｂ’
ａ’＋ｂ’＝109時間46分
③40時間換算かつ12:１で加配が必要な時間数…46時間40分
40時間×（14人÷12）≒44時間
④当該事業所が加算算定に必要な加配人数
②＋④ー①（40時間換算で必要な人数から当該事業所での配置時間数を差し引く）
（109時間46分＋44時間）ー104時間38分＝49時間8分

∴世話人若しくは生活支援員を１週当たり49時間8分加配すれば加算の算定が可能となる。
※端数処理の取扱はQ&A等により変わることもあります。

今後，体制届等「勤務予定」を
提出する際は28日（４週）の勤
務形態一覧によることとします。
（実績は従前通り暦月で記録し
てください）



・支援の質の確保
運営基準において，各事業所に地域連携推進会議を設置して，地域の関係者を含
む外部の目（又は第三者による評価）を定期的に入れる取組を義務づける。
※令和６年度までは経過措置として，事業者の努力義務とする。
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○児童発達支援
・児童発達支援センターの一元化
・児童発達支援センター等における地域の障害児支援の中核機能の評価
・総合的な支援の推進
・事業所の支援プログラムの作成・公表
・児童指導員等加配加算の見直し
・専門的支援加算・特別支援加算の見直し
・基本報酬におけるきめ細かい評価（支援時間の下限の設定・時間区分の創設）
・自己評価・保護者評価の充実
・関係機関との連携の強化（関係機関連携加算の見直し）
・セルフプランの場合の事業所間連携の強化

41



（児童発達支援つづき）
・認定特定行為業務従事者による支援についての評価の見直し（医療連携体制加
算（Ⅶ）の見直し）
・主として重症心身障害児を通わせる事業所の評価の見直し
・医療的ケア児等に対する入浴支援の評価
・医療的ケア児等に対する送迎支援の促進
・共生型サービスにおける医療的ケア児への支援の評価
・強度行動障害児支援加算の見直し
・重度障害児への支援の充実（個別サポート加算（Ⅰ）の見直し）
・要支援・要保護児童への支援の充実（個別サポート加算（Ⅱ）の見直し）
・難聴児への支援の充実
・視覚障害児・聴覚障害児への支援の充実
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（児童発達支援つづき）
・家族支援の充実（家庭連携加算・事業所内相談支援加算の見直し）
・支援場面等を通じた家族支援の評価
・預かりニーズへの対応
・インクルージョンに向けた取組の推進
・保育・教育等移行支援加算の見直し
・児童発達支援センターにおける食事提供加算の経過措置の取扱い
・障害児支援におけるこどもの最善の利益の保障

43



○放課後等デイサービス
・地域の障害児支援の中核機能の評価
・総合的な支援の推進
・事業所の支援プログラムの作成・公表
・児童指導員等加配加算の見直し
・専門的支援加算・特別支援加算の見直し
・基本報酬におけるきめ細かい評価（時間区分の創設）
・自己評価・保護者評価の充実
・関係機関との連携の強化
・セルフプランの場合の事業所間連携の強化
・送迎時の自立支援の評価
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（放課後等デイサービスつづき）
・学校卒業後の生活を見据えた支援の評価
・認定特定行為業務従事者による支援についての評価の見直し（医療連携加算
（Ⅶ）の見直し）
・主として重症心身障害児を通わせる事業所の評価の見直し
・医療的ケア児等に対する入浴支援の評価
・医療的ケア児等に対する送迎支援の充実
・共生型サービスにおける医療的ケア児への支援の評価
・強度行動障害児支援加算の見直し
・行動障害の予防的支援と重度障害児への支援の充実（個別サポート加算（Ⅰ）
の見直し）
・要支援・要保護児童への支援の充実（個別サポート加算（Ⅱ）の見直し）
・難聴児支援の充実
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（放課後等デイサービスつづき）
・視覚障害児・聴覚障がい児等への支援の充実
・不登校児童への支援の充実
・家族支援の充実（家庭連携加算・事業所内相談支援加算の見直し）
・支援場面等を通じた家族支援の評価
・預かりニーズへの対応（延長支援加算の見直し）
・インクルージョンに向けた取組の推進
・保育・教育等移行支援加算の見直し
・障害児支援におけるこどもの最善の利益の保障
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○居宅訪問型児童発達支援
・総合的な支援の推進
・事業所支援プログラムの作成・公表
・効果的な支援の確保・促進（支援時間の下限の設定）
・訪問支援員特別加算の見直し
・多職種連携による支援の評価
・強度行動障害を有する児への支援の充実
・家族支援の充実
・障害児支援におけるこどもの最善の利益の保障
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○保育所等訪問支援
・インクルージョンに向けた取組の推進
・効果的な支援の確保・推進（訪問先と連携した個別支援計画の作成，支援時間
の下限の設定等）
・関係機関との連携の強化
・自己評価・保護者評価・訪問先評価の導入
・訪問支援員特別加算の見直し
・多職種連携による支援の評価
・医療的ケア児や重症心身障害児等への支援の充実
・強度行動障害を有する児への支援の充実
・家族支援の充実
・障害児支援におけるこどもの最善の利益の保障
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・総合的な支援の推進（児童発達支援・放課後等デイサービス・居宅訪問型児童
発達支援）
適切なアセスメントの実施とこどもの特性を踏まえた支援を確保する観点から，
運営基準において，事業所に対して支援において，５領域（※）を全て含めた総
合的な支援を提供することを基本とし，支援内容について，事業所の個別支援計
画等において５領域とのつながりを明確化した上で提供することを求める。
※５領域…「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行動」「言語・コミュニケー
ション」「人間関係・社会性」

・事業所の支援プログラムの作成・公表（児童発達支援・放課後等デイサービ
ス・居宅訪問型児童発達支援）
総合的な支援と支援内容の見える化を進める観点から，運営基準におい
て，事業所に対して，５領域とのつながりを明確化した事業所全体の支
援内容を示すプログラム（支援プログラム）の作成・公表を求めるとと
もに，未実施の場合の報酬の減算を設ける。なお，１年の経過措置期間
を設ける。 49



・児童指導員等加配加算の見直し（児童発達支援・放課後等デイサービス）
児童指導員等加配加算について，専門職による支援の評価は専門的支援加算によ
り行うこととし，経験ある人材の活用・評価を推進する観点から，配置携帯（常
勤・非常勤等）や経験年数に応じた評価を行う。 

［現行］

・理学療法士等を配置
・児童指導員等を配置
・その他従業者を配置

［見直し後］

・児童指導員等を配置
  常勤専従・経験５年以上
  常勤専従・経験５年未満
  常勤換算・経験５年以上
  常勤換算・経験５年未満
・その他従業者を配置

50



・専門的支援加算・特別支援加算の見直し（児童発達支援・放課後等デイサービス）
専門的支援加算及び特別支援加算について，専門人材の活用とニーズを踏まえた
計画的な専門的支援の実施を進める観点から，両加算を統合し，専門的な支援を
提供する体制と，専門人材による個別・集中的な支援の計画的な実施について，
２段階で評価を行う。

［現行］

・理学療法士等を配置
・児童指導員等を配置

［見直し後］
①専門的支援体制加算
＝専門的な支援の強化を図るため，基
準の人員に加えて理学療法士等を配置
している場合

②専門的支援実施加算
＝理学療法士等により，個別・集中的
な専門的支援を計画的に行った場合
（利用日数等に応じて最大月6回） 51



・基本報酬におけるきめ細かい評価（児童発達支援・放課後等デイサービス）
基本報酬について，発達支援に対するきめ細かい評価とする観点から，極めて短
時間の支援（３０分未満）は算定対象から原則除外するとともに，個別支援計画
に定めた個々の利用者の支援時間に応じた評価が可能となるよう，支援時間によ
る区分を設ける。（主として重症心身障害児を通わせる事業所を除く）

＜児童発達支援＞
支援時間による区分は，「３０分以上１時間３０分以下」，「１時間３０分超３時間以下」，
「３時間超５時間以下」の３区分とする。

＜放課後等デイサービス＞
支援時間による区分は，「３０分以上１時間３０分以下」，「１時間３０分超３時間以下」，
「３時間超５時間以下」の３区分とし，「３時間超５時間以下」の区分は学校休業日のみ算定可
能とする。
なお，時間区分は個別支援計画に定めた支援時間で判定することを基本としつつ，事業所の都合
で支援時間が短くなった場合は，実支援時間で判定することとし，欠席時対応加算（Ⅱ）につい
ては廃止する。 52



・自己評価・保護者評価の充実（児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪
問支援）
自己評価・保護者評価について，実施方法を明確化する。
保育所等訪問支援についても，効果的な支援を確保・促進する観点から，自己評価，
保護者評価及び訪問先評価の実施・公表を求めるとともに，未実施の場合の報酬の減
算を設ける。

＜運営基準＞
○指定児童発達支援事業所は，支援の質の評価及び改善を行うに当たっては，次に掲げ
る事項について，指定児童発達支援事業所の従事者による評価を受けた上で，自ら評価
（自己評価）を行うとともに，当該事業所を利用する障害児の保護者による評価（保護
者評価）を受けて，その改善を図らなければならない。
○指定児童発達支援事業者は，おおむね１年に１回以上，自己評価及び保護者評価並び
に改善の内容を，保護者に示すとともに，インターネットの利用その他の方法により公
表しなければならない。 53



・関係機関との連携の強化（関係機関連携加算の見直し）
こどもと家族に対する包括的な支援を進める観点から，関係機関連携加算につい
て，対象となる関係機関に医療機関や児童相談所等を含めるとともに，個別支援
計画作成時以外に情報連携を行った場合の評価を行う。
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・強度行動障害児支援加算の見直し
強度行動障害を有する児への支援を充実させる観点から，強度行動障害児支援加
算について，支援スキルのある職員の配置や支援計画の策定等を求めた上で，評
価を充実する。
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・預かりニーズへの対応
基本報酬の評価において，支援時間に応じた区分を設定することとあわせて，延
長支援加算を見直し，一定時間区分を超えた時間帯の支援について，預かりニー
ズに対応した延長支援として評価を行う。
延長時間帯の職員配置については，安全確保の観点から２人以上の配置を求める
とともに，児童発達支援管理責任者の対応も認めるなど，運用の見直しを行う。
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・効果的な支援の確保・促進（支援時間の下限の設定）
              （居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援）
訪問支援時間に下限を設定し，３０分以上とすることを求める。

・不登校児童への支援の充実（放課後等デイサービス）
継続的に学校に通学できない児童（不登校児）への支援の充実を図る観点から，
通常の発達支援に加えて，学校との連携を図りながら支援を行った場合の評価を
行う。
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○計画相談支援・障害児相談支援
・基本報酬の見直し
・質の高い相談支援を提供するための各種加算の見直し
・適切な相談支援の実施
・医療等の多機関連携のための加算の見直し
・医療との連携のための仕組み
・高い専門性が求められる者の支援体制
・相談支援に従事する人材の確保
・ＩＴＣの活用等
・離島や過疎地などにおける取扱い
・障害児相談支援におけるこどもの最善の利益の保障，インクルージョンの推進

●横断的事項
・高次脳機能障害を有する者に対する報酬上の評価 59



・基本報酬の見直し
機能強化型（継続）サービス利用支援費（Ⅰ），（Ⅱ），（Ⅲ）について，「協議会に定期的に
参画し，関係機関等の連携の緊密化を図るために必要な取組を実施していること」及び「基幹相
談センターが行う地域の相談支援体制の強化の取組に参画していること」を要件に加えるととも
に，更に評価する。

（機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ），（Ⅱ），
（Ⅲ）を算定する事業所の要件について，以下の下
線の内容を追加

①協議会に定期的に参画し，関係機関等の連携の緊
密化を図るために必要な取組を実施していること。
②基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制
の強化の取組に参画していること。
③運営規程において，市町村により地域生活支援拠
点等として位置づけられていることを定めているこ
と又は地域生活支援拠点等に係る関係機関との連携
体制を確保するとともに，協議会に定期的に参画し
ていること。
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・医療等の多機関連携のための加算の見直し
医療・保育・教育機関等連携加算について，モニタリ
ング時においても算定を可能とする。

医療・保育・教育機関等連携加算及び集中支援加算に
ついて，利用者の通院に同行し障害者等の状況を情報
提供する場合や，関係機関等からの求めに応じて障害
者等の状況を情報提供する場合も加算の対象とすると
ともに，これらの場合について，一定の上限を設けた
上で複数回の算定を可能とする。また，連携の対象に
訪問看護の事業所を加える。
 
上記以外の関係機関への訪問や情報提供等を評価する
各種加算についても，関係機関への訪問による本人の
状況説明や各種調整に伴う業務負担を踏まえ，単位数
を引き上げる。
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最後に

・報酬改定は基本的に３年に１度行われます。
・改定により，加算の要件等が変更となる場合があり
ます。国から発出される報酬告示や留意事項通知，Ｑ
＆Ａや関係通知などにより算定の要件をよく確認して
ください。
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・報酬改定等についてのお問い合わせは，必要に応じ厚労省等へ
の確認を要する場合があるため，当面メールでのみ受け付けるこ
とといたします（お電話でのお問い合わせはお控えください。）
回答については，個別にはせず，一定程度まとめてＨＰ上で公表
する予定です。

問い合わせ専用メールアドレス
shido-syougai03@city.asahikawa.hokkaido.jp

※メール受付期間 本日から令和６年４月３０日まで

最後に
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